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経済動向（１）1

11月初の外貨準備高は390億ドル
▪ ウクライナ国立銀行（NBU）は、11月7日、ウクライナの同月

初時点の外貨準備高が389億7300万ドルと発表した。前月比で
1.9%減少したが、これらの動きは、NBUによる、ウクライナ
の外国為替市場での需給格差を埋めるための通貨介入、そして
外貨建債務返済によるものである。両者ともに、大部分が国際
社会からの支援で相殺されている。

10月の新車登録台数が83％増
▪ ウクライナ自動車製造業者協会（ウクルアフトプロム）は

11月1日、10月におけるウクライナでの新車登録は5,700
台以上と、前年同月よりも83%増加したと報告した。10月
に一番需要が高かったのはトヨタ車で、929台が登録された。

欧州投資銀行が水インフラなど整備に投資
▪ ウクライナ地方・国土・インフラ発展省によると、ロシアに

よる全面侵攻で被害を受けた地域の重要な社会・都市インフ
ラの復旧と重要な水インフラへの投資のため、欧州投資銀行
は ウクライナに4億5,000万ユーロ（4億9400万ドル）を割
り当てる。

▪ ノルウェー政府は 、同国の各組織によるウクライナでの人
道支援のため、さらに10億ノルウェークローネ(9,300万ド
ル)を割り当てる。

欧米が追加財政援助
▪ 11月22日、欧州委員会は ウクライナへのマクロ財政支援

のため新たに15億ユーロ（16億ドル）を割り当てた 。こ
の追加支援を合わせると、ロシアによる侵攻開始から、EU
からウクライナへの財政支援の総額は約850億ユーロ
（930億ドル）に上る。

▪ 米国国務省によると、ウクライナのエネルギーシステムを
強化すべく、米国はさらに5億ドルを拠出する予定である。

▪ 11月25日、ウクライナの一時的被占領地域再統合省は、
2024年に国連児童基金（ユニセフ）がウクライナの前線地
域への支援のために4億5,000万ドルを拠出すると発表し
た 。

https://bank.gov.ua/ua/news/all/mijnarodni-rezervi-stanovili-3897-mlrd-dol-ssha-za-pidsumkami-jovtnya
https://ukrautoprom.com.ua/zhovtnevyj-rynok-novyh-legkovykiv-v-ukrayini
https://mtu.gov.ua/news/34863.html
https://www.regjeringen.no/en/aktuelt/norway-increasing-support-to-norwegian-organisations-for-efforts-for-ukraine/id3014163/
https://neighbourhood-enlargement.ec.europa.eu/news/commission-pays-further-eu15-billion-assistance-ukraine-2023-11-22_en#:~:text=%E2%82%AC18%20billion.-,Today%2C%20the%20Commission%20has%20paid%20%E2%82%AC1.5%20billion%20under%20the,sizeable%20financial%20support%20in%202023.
https://www.state.gov/briefings-foreign-press-centers/review-of-the-current-us-global-energy-policy-priorities
https://minre.gov.ua/en/2023/11/25/unicef-is-a-reliable-partner-that-ukraine-will-continue-to-work-with/
https://minre.gov.ua/en/2023/11/25/unicef-is-a-reliable-partner-that-ukraine-will-continue-to-work-with/
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経済動向（２）1

11月に国債を通じて11億ドルを調達
▪ 財務省は内国債の発行による資金調達を続けている。ウク

ライナ財務省の報告によると、同省は2023年11月に実施し
た国債の一次入札の結果、総額約417億フリヴニャ（11億
ドル）の国債を調達した。

1～9月の銀行利益や1,100億ドル
▪ オープンデータボットは、NBUの統計から、 2023年1～9

月のウクライナの銀行の利益は1,098億5,000万フリブニャ
（31億ドル）で、侵攻前の2021年全体の775億フリブニャ
（21億ドル）の1.4倍にのぼったと報告した。 

求人数が回復
▪ エコノミーチナ・プラヴダ（11月17日）によると、ロシア

がウクライナに全面侵攻してからしばらくした現在、労働
市場は回復しつつある。2022年3月には、侵攻前と比較し
て、求人率がわずか7%と大幅に落ち込んだが、その後、求
人率は87%まで回復した。

▪ 求人1件あたりの応募者数は平均3.2人で安定的に推移して
いるが、2022年3月の24.2人に比べるとかなり回復した。

ドナウ川沿い港湾の貨物取扱量が増加
▪ ウクルインフォルム（11月19日）は、2023年1～10月にか

けて、同国のドナウ川沿いのレニ、イズマイール、ウス
ティ・ドゥナイスクの港での貨物取扱量が合計で、1,260万
トンから2,760万トンへと前年同期比で2.2倍になったと報
告した。 

郵政公社が電子切手を導入
▪ ウクライナ郵政公社「ウクルポシュタ」は11月9日、書留郵

便向けに電子切手を導入したと発表。電子切手は、オンラ
インで注文してダウンロードでき、通常（民間）のプリン
ターで印刷し、紙の切手の代わりとして利用できる。

https://mof.gov.ua/uk/ogoloshennja-ta-rezultati-aukcioniv?fbclid=IwAR0A0KP6NjKAqAz7WAp1eaGHoVH08cS8kGqnZthvU4rcLOVkP7Yz9Bt46MY
https://mof.gov.ua/uk/ogoloshennja-ta-rezultati-aukcioniv?fbclid=IwAR0A0KP6NjKAqAz7WAp1eaGHoVH08cS8kGqnZthvU4rcLOVkP7Yz9Bt46MY
https://www.epravda.com.ua/columns/2023/11/17/706673/
https://www.ukrinform.ua/rubric-economy/3788755-ukrainski-porti-na-dunai-zbilsili-obrobku-vantaziv-u-22-raza.html
https://www.ukrinform.ua/rubric-economy/3788755-ukrainski-porti-na-dunai-zbilsili-obrobku-vantaziv-u-22-raza.html
https://www.ukrposhta.ua/ua/news/58003-vidteper-v-ukraini-dostupna-elektronna-marka-dlja-rekomendovanih-listiv-jak-pracjuvatime-i-komu-ce-mozhe-buti-cikavo-pojasnju-ukrposhta
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政治動向（１）2

欧州各国首脳がキーウを訪問
▪ 11月21日、ウクライナでは尊厳と自由の日が祝われた。

連帯を示すため、外国の首脳がキーウを訪問した 。スス
ピーリネによると、モルドバのマイヤ・サンドゥ大統領、
シャルル・ミシェル欧州理事会議長、ドイツのボリス・
ピストリウス国防相らが列席した。

▪ ウクルインフォルム（11月22日）によると、11月22日、
ウクライナ防衛コンタクトグループによる第17回ラム
シュタイン会議 が開催された。50カ国以上の国防相が参
加した。この会議では、地上防空連合の設立、ウクライ
ナへの追加軍事支援、海事とIT分野での協力強化が確認
された。

欧州各国が軍事支援
▪ オランダ国防省は11月17日、オランダが2024年のウクラ

イナへの軍事支援 のために20億ユーロ（22億ドル）を確
保したと報告した。この資金は、弾薬補給のほか、すでに
供給されている軍用プラットフォームやシステムの維持の
ために拠出される。

▪ ロイター通信によると、11月21日、ドイツのボリス・ピ
ストリウス国防相は、13億ユーロ（14億2,000万ドル）
相当のウクライナへの追加支援パッケージを発表した 。
このパッケージには、防空システム、火砲弾薬、その他の
武器などが盛り込まれている。

▪ 公共放送局ススピーリネによると、11月3日、キーウを訪
問中のオランダのカイサ・オロングレン国防相は、オラン
ダ がウクライナに弾薬を含む5億ユーロ(5億4900万ドル)
相当の軍事支援パッケージを新たに供与すると表明した。

▪ 11月7日、フランスのセバスチャン・ルコルヌ国防相は、
ウクライナ軍がフランスの装備品を購入し続けられるよう
に、2億ユーロ（2億2,000万ドル）をウクライナ支援資金
として追加で配分すると発表した。

スポーツ担当相が解任 
▪ 2023年11月9日、ウクライナ最高会議（議会）はワジム・

グツァイト青年スポーツ大臣を解任した。
▪ 2023年11月21日、デジタル技術の開発、DXとデジタル

化推進を担当する一時的被占領地域再統合省次官にオレク
シー・ブルスリック氏が任命された 。

https://suspilne.media/621901-prezident-evroradi-misel-pribuv-do-kieva/#:~:text=%D0%A2%D0%B0%D0%BA%D0%BE%D0%B6%2021%20%D0%BB%D0%B8%D1%81%D1%82%D0%BE%D0%BF%D0%B0%D0%B4%D0%B0%20%D0%B4%D0%BE%20%D0%9A%D0%B8%D1%94%D0%B2%D0%B0,%D1%83%202004%20%D1%82%D0%B0%202013%20%D1%80%D0%BE%D0%BA%D0%B0%D1%85.
https://www.ukrinform.ua/rubric-ato/3790455-ramstajn17-osnovne-ne-bulo-skazano.html
https://english.defensie.nl/latest/news/2023/11/17/government-reserves-2-billion-euros-for-military-support-to-ukraine
https://www.reuters.com/world/europe/berlin-announces-new-military-aid-package-ukraine-worth-13-bln-euros-2023-11-21/
https://suspilne.media/609007-niderlandi-nadadut-ukraini-paket-vijskovoi-dopomogi-na-500-mln-evro-ministerka/
https://suspilne.media/612147-francia-vidilit-dodatkovi-200-mln-evro-na-pidtrimku-ukrainskoi-armii/
https://www.kmu.gov.ua/bills/proekt-postanovi-pro-zvilnennya-guttsayta-vadima-markovicha-z-posadi-ministra-molodi-ta-sportu-ukraini
https://www.kmu.gov.ua/npas/pro-pryznachennia-bruslyka-o-iu-zastupnykom-ministra-z-pytan-reintehratsii-tymchasovo-okupovanykh-terytorii-ukrainy-z-pytan-tsyfrovoho-rozvytku-tsyfrovykh-transformatsii-i-i211123-1060
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政治動向（２）2

4万件超の政府優遇融資が実施
▪ ウクライナ財務省によると、ロシアがウクライナに全面

的に侵攻してから、政府の優遇融資制度「5-7-9％」のも
と、1,614億フリブニャ（44億ドル）相当、4万1,000件
以上の融資が実行された。 

▪ この制度が導入されてから、7万5,929件の融資案件で認
可銀行から企業に合計で2510億フリブニャ（69億ドル）
相当の貸し付けがなされた 。

▪ ヨーロピアン・プラヴダ（11月25日）によれば、ウクラ
イナ政府は、この制度を維持すべく、ドイツに20億フリ
ブニャ（5,000万ユーロ）の無償援助を要請する決定を採
択した。 

税務監査の猶予を解除
▪ ウクライナ財務省は11月9日、ウクライナ議会が税務監査

の猶予期間の解除に関する法案を採択したと発表した。
この法案の目的は、税務監査の猶予期間を制限するとい
う、IMFと2022年12月8日に締結された経済金融政策覚
書でウクライナに課せられた義務を履行することにある。

中銀が外貨両替規制を緩和
▪ NBUは着実に外貨規制を緩和している。12月1日より、

銀行やノンバンク金融機関は、外貨を自由に現金で両替
できるようになった。NBUは、この措置により現金と
キャッシュレス取引での為替相場の乖離を抑えることで、
為替相場の見通しが安定し、外為市場を維持しやすくな
ると考えている。

政府、英語力協会事業を開始
▪ 11月1日、ウクライナのデジタル変革省は、ウクライナで

英語による国際コミュニケーションを促進すべく、
フューチャーパーフェクト事業の立ち上げを発表した。
この事業により、ウクライナ人は英語力を習得するため
の便利な教材やサービスをより手軽に利用できるように
なる。オンライン言語学習プラットフォームとしては
「Promova」のほか、ケンブリッジ大学が開発した教師
と学生向けの英語学習プラットフォーム「Empower」も、
ウクライナ人が利用できるようになる。

住宅ローン優遇制度「eOselya」が導入
▪ 2022年10月、ウクライナ政府は住宅ローン優遇制度

「eOselya」を導入した。 
▪ エコノミチナ・プラヴダによると、すでにウクライナの

4,635世帯がこの制度を利用し、住宅購入のために総額
63億フリブニャ（1億7300万ドル）の融資を受けている。

https://www.eurointegration.com.ua/news/2023/11/25/7174276/
https://www.mof.gov.ua/uk/news/parlament_skhvaliv_skasuvannia_moratoriiu_na_provedennia_podatkovikh_perevirok-4285
https://bank.gov.ua/en/files/nFxELZuWXfHeBfs
https://bank.gov.ua/en/files/nFxELZuWXfHeBfs
https://bank.gov.ua/en/news/all/natsionalniy-bank-i-nadali-pomyakshuye-valyutni-obmejennya-dlya-biznesu-ta-gromadyan
https://thedigital.gov.ua/news/future-perfect-v-ukraini-startue-natsionalniy-proekt-z-populyarizatsii-angliyskoi-movi
https://eoselia.diia.gov.ua/
https://www.epravda.com.ua/news/2023/10/30/706032/
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企業動向3

エピセンターが小売網拡大へ
▪ フォーブス・ウクライナ（11月15日）は、住宅関連用品と建

設資材の小売り大手エピセンターが、2024年に小売網を拡大
すると報じた 。同社は、キエフ地域にショッピングセンター
を2つ開設する計画である。

ナフトガス、ガス生産能力を増強
▪ ナフトガス・グループの子会社として、ウクライナ最大のガス

生産量を誇るウクルガスビドブワンニャは、生産能力増強を続
ける。ナフトガスが12月1日に発表した。

▪ 11月には、1日あたり合計40万立方メートル以上を生産する3
つの採ガス井を稼働させた。このうち2本は、3次元地震探査
で新たに発見されたガス田で掘削された。

リビウ産業パーク「M10」の建設進む
▪ ウクライナの大手投資企業ドラゴン・キャピタルは、リビウ

で産業パーク「M10」の建設を精力的に進めている。同社は、
2023年第4四半期に、建設の第1段階を完了する予定である。
M10は、ウクライナ国内外でのビジネス展開の拠点としての
役割を担う。

BAEシステムズがウクライナに現地法人を設立
▪ 国防・情報セキュリティ・航空宇宙事業を手掛ける英国防衛

大手BAEシステムズは 、ウクライナに現地法人を設立し、
ウクライナの軍事力の支援強化についての協定を8月に締結
した。ウクルインフォルム（10月4日）によると、ウクライ
ナは2023年10月から同社と協力して榴弾砲を製造している。

https://forbes.ua/news/epitsentr-planue-vidkriti-dva-trts-na-kiivshchini-nastupnogo-roku-voni-peredbachatimut-orendni-galerei-15112023-17292
https://forbes.ua/news/epitsentr-planue-vidkriti-dva-trts-na-kiivshchini-nastupnogo-roku-voni-peredbachatimut-orendni-galerei-15112023-17292
https://www.naftogaz.com/en/news/400-thousand-cubic-meters-per-day-new-wells-into-operation
https://m10.com.ua/
https://www.ukrinform.ua/rubric-ato/3769950-ukraina-pocinae-pracuvati-nad-virobnictvom-gaubic-iz-britanskou-kompanieu-kamisin.html
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用語集4
用語 説明

エコノミチナ・プラウダ ビジネスと経済を専門とするウクラインスカ・プラウダによる報道事業

ユーロピアン・プラウダ
欧州情勢、NATO情勢、ウクライナでの改革に焦点を当てたウクライナの民間オンラインメ
ディア

フォーブス・ウクライナ フォーブス誌のウクライナ版

NBU ウクライナ国立銀行（中央銀行）

オープンデータボット
ウクライナの企業情報や人口統計等、様々な分野の政府機関からのデータを一元化して提供す
るプラットフォーム

ススピリーネ ウクライナの公共放送通信社

ウクルインフォルム 国際放送も行うウクライナの国営通信社

UNICEF 国連児童基金
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◼ レポートの利用についての注意・免責事項

本レポートは、日本貿易振興機構（ジェトロ）ワルシャワ事務所が現地 Deloitte & Touche Ukrainian Services Companyに作成委
託したものです。レポート作成時点に入手した情報に基づくものであり、その後の法律改正などによって変わる場合があります。
掲載した情報・コメントは作成委託先の判断によるものですが、一般的な情報・解釈がこのとおりであることを保証するものではありま
せん。また、本レポートはあくまでも参考情報の提供を目的としており、法的助言を構成するものではなく、法的助言として依拠すべき
ものではありません。本レポートにてご提供する情報に基づいて行為をされる場合には、必ず個別の事案に沿った具体的な法的助言を別
途お求めください。

ジェトロおよびDeloitte & Touche Ukrainian Services Companyは、本レポートの記載内容に関して生じた直接的、間接的、派生的、
特別の、付随的、あるいは懲罰的損害および利益の喪失については、それが契約、不法行為、無過失責任、あるいはその他の原因に基づ
き生じたか否かにかかわらず、一切の責任を負いません。これは、たとえジェトロおよびDeloitte & Touche Ukrainian Services 
Companyが係る損害の可能性を知らされていても同様とします。

本レポートにかかるお問い合わせは、以下までお寄せください。

日本貿易振興機構（JETRO）

ワルシャワ事務所

+48‐22‐202‐69‐20

pow-info@jetro.go.jp

SPEKTRUM TOWER, 19 piętro

Ul. Twarda 18, 00-105 Warszawa 

POLAND
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